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１　背景・目的

近年、企業や大学、ＮＰＯ等が農村や漁村の集落との交流やイベントを応援する動きが、出始めている。
　　そこで、「結による支え合い推進事業（以下、「結プロジェクト」という）」は農村や漁村等の集落の維持、活性化を図るため、集落と企業や大学、ＮＰＯ等の民間との交流や共同作業の取り組みを通じて、民間との協働の仕組みづくりを促進し、結による相互の親交や絆を深めることにより、将来的な地域づくりや集落の維持再生に繋げる。
２　取組の内容

（１）祭りやイベントへの参加などにより集落を活性化する活動（以下、「交流活動」という）。

（２）草刈り等の共同作業などの集落を支え、維持していくための活動（以下「支援活動」、また、交流活動と併せて「交流活動等」という）。ただし、原則として、個人の農作業や個人宅の敷地の清掃などは対象外とする。

　　　
３　交流活動等を受け入れる対象

県内の農村や漁村の集落や地域団体等（以下、「集落等」という）

４　交流活動等を実施する対象

定められた様式で登録した２名以上の県内または県外の団体(任意団体を含む。以下、「支援団体」という)
５　県からの業務委託
　　県は、本事業の業務を一部、委託事業者に委託する。

６　役割分担

　（１）市町村

　　　・集落等のニーズを把握して県に要望書を提出
　　　・年度計画書及び全体計画書の提出
　　　・集落等と事業委託先との連絡調整等のつなぎ役
　　　・集落等と活動内容の調整
　　　・交流活動等を実施する場合の立ち会い

　　　・活動報告書の委託先への提出
　　　・集落等が記入したアンケートを集約し、県に提出

　（２）委託事業者
　　　・支援団体の募集、登録及び開拓

　　　・支援団体に活動内容を説明し、集落等とのマッチング

　　　・市町村及び支援団体との日程、活動内容及び参加人数等の確認及び連絡調整

　　　・インターネット等の様々な媒体を活用した情報発信

　　　・交流活動等に必要な経費の支払い

　　　・活動報告書の県への提出

　　　・中間報告及び実績報告書の提出

　　　・支援団体が記入したアンケートを集約し、県に提出
　（３）県
　　　・当事業の全体的な進捗管理
　　　・事業の募集及び選定
　　　・県のホームページに活動報告書の掲載
　（４）集落等

　　　・交流活動等の受け入れ
　　　・アンケートへの協力
　（５）支援団体

　　　・交流活動等への参加
　　　・アンケートへの協力
７　支出できる経費とその方法

　　保険料、支援団体の県内の移動に要する経費（バス借上げ料等）、寝具借上料、その他県が必要と認めた経費を委託事業者から、納入業者等に支払う。
８　事務手続きの流れ
　（１）候補地のニーズ調査
　　　　県から市町村に依頼し、ニーズ調査を行う。

　（２）市町村から要望書を提出

　　　　市町村が集落等の課題やニーズを把握し、要望書（様式１）及び全体計画書（様式２）を県に提出する。
　（３）委託事業者へ実施内容の提出

　　　　市町村から提出された要望を県が精査し、実施する内容を委託事業者へ提出
　（４）支援団体の募集、登録
　　　　委託事業者が個別に企業、大学、NPO等に事業の説明を行い、支援団体としての参加を呼び掛けるとともに、インターネット等を活用して募集し、登録書（様式３）に必要事項を記入のうえ、委託事業者に提出する。
　（５）支援団体と集落等（市町村）とのマッチング

　　　　県から提供された実施一覧を基に、委託事業者が支援団体と集落等（市町村）のマッチングを行う
（６）必要経費の算出、準備
　　　マッチングできた市町村は、地域の要望を基に交流活動等に必要な経費をあらかじめ集落等と協議のうえ、委託事業者に提出（任意の様式）する。それを受けて、市町村（集落等）、委託事業者、支援団体がそれぞれバス借り上げ料等の、準備や負担できるものを調整したうえで、なお不足するものを委託事業者が手配、準備する。
（７）交流活動等の実施

　　　交流活動等を行う場合は、市町村職員が立ち会い、確認する。
（８）活動報告書の提出

　　　交流活動等が終了した場合は、市町村は速やかに活動報告書（様式４）を委託事業者に提出し、委託事業者は内容を確認の上、県に提出する。
（９）広報の実施
　　　県は、支援団体及び地域等の同意を得たうえで、提出された活動報告を県のホームページに掲載する。委託事業者も同様に、支援団体及び地域等の同意を得たうえで、活動内容をインターネット等の様々な媒体を活用して、広く情報を発信する。
（９）経費の支払い
　　　県が必要と認めた経費を、委託事業者が納入業者等に支払う。
９　条件等

・同一集落への財政的な支援は１年限り。また、同一市町村内の集落と集落及びその自治組織等が交流活動等を行う場合は、財政的な支援は行わない。

　　・２年目以降も活動を継続することを前提に、市町村は２年目以降の活動内容を記載した全体計画書を作成すること。

　　・過去３年間に、希望する特定の支援団体と活動を行った集落等からの要望は財政的な支援の対象外とする。

　　・一つの支援団体が１か所につき、１年間に複数回の交流活動等を行う際は予算の範囲内で支援の対象とする。

・同一市町村で、複数の集落等からの要望を提出することは可能。

・南海地震発生に備えた避難場所の確保に向けた新たな活動等も可能である。ただし、市町村指定避難所を利用する等、避難場所の確保を前提とした活動等の場合、受け入れ側及び避難する側の市町村の両者の同意がある場合にのみ、支援の対象とする。
９　適用年月日

　　平成２６年４月１日から適用する。
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